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第２回町田市行政経営監理委員会

町田市財務部財政課

平成25年10月21日

～新公会計制度のマネジメントへの活用～

資料１
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1 新公会計制度により新たに整備されたマネジメ
 ント情報

新公会計制度による270事業の事業別財務諸表の整備

☆事業のストック・フルコストなどの財務情報と事業の目的、成果
などの非財務情報とを対比した分析を行うことにより、マネジメン
トに有用な会計情報を提供

○事業の成果と関連づけた行政コスト
○単位あたりの行政コストによる効率性の分析
○事業のストックについての財務情報
○事業類型別の財務分析
○財務分析で明らかになった課題

明らかになった情報
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２
 

これまでの取り組みと今後の課題

Ｐ

Ｃ

ＤＡ

課題解決に向けた対策
の検討とその効果検証
方法の検討

課題の把握とマネジ
メントに有用な会計
情報の提供

今後の取組

これまでの取組
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３
 

新公会計制度による決算は決算の適切性の分
 析

○人件費割合の高い事業では、業務の効率化を図るこ
とで人件費の削減は図れないか？
○人件費割合の高い事業では、アウトソーシングによ
り人件費の削減が図れないか？
○今後の施設の維持管理費は削減できないか？
○受益者負担の発生する事業では、受益者負担を見直
せないか？
○受益者負担の発生する事業では、コストの削減が図
れないか？
○受益者負担の発生する事業では、サービス水準を向
上できないか？

決算の適切性を分析

新公会計制度による決算官庁会計による決算

予算の合規性
を検証
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４
 

新公会計制度による財務上の課題解決のマネ
 ジメントサイクル

財務分析を踏まえた
事業上の課題

解決策の検討

翌年度事業別財務諸表で
財務インパクトを検証

財務上のインパクト
（収入増、コスト減
等）を指標化する！

解決策に財務上の
指標を設定

検証
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具体的な手法の検討①人件費削減に向けての
 取り組み

国庫支出金 13,251

都支出金 42,654

使用料及手数料 35,150

人件費 193,464

物件費 19,381

維持補修費 7,713

減価償却費 5,863

-135,366

行
政
費
用

行
政
収
入

収支差額

○○費行政コスト計算書

課単位、事
業単位の人
件費が明ら
かになっ
た。

人件費を
事業コス
トとして
認識

活動単位のコスト分析により
問題点の抽出、コスト削減策
の検討
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６
 

活動単位の人件費コスト分析

事務のフロー

Ａ業務

Ｃ業務

Ｄ業務

コスト

コスト

コスト

コストドライバー

コストドライバー

コストドライバー

件数

件数

件数

単価

単価

単価

単価

改善に向けた指標の設定

改善の結果を事業別財務諸表で検証

定型・非定型 繁閑状況

定型・非定型 繁閑状況

定型・非定型 繁閑状況

定型・非定型 繁閑状況

Ｂ業務 コスト コストドライバー 件数

活動単位のコスト分
析による問題点の抽
出、業務フローの最
適化、コスト削減の
検討を行う。

活動単位ごとのコスト、コストドライバーの特定、単価の算定、業務の定型、非定型
の分類

①サービスと生み出すための単価比較による外部化の検討
②定型業務、非定形業務の分類に応じて、アウトソーシング、
非正規化の検討
③繁閑状況に把握により、非正規化、業務フローの見直しの検
討
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７
 

具体的な手法の検討②維持管理コストの縮減

国庫支出金 13,251

都支出金 42,654

使用料及手数料 35,150

人件費 193,464

物件費 19,381

維持補修費 7,713

減価償却費 5,863

-135,366

行
政
費
用

行
政
収
入

収支差額

○○費行政コスト計算書
すべての施
設管理コス
トが可視化
された。

施設管理コ
ストデータ
の一元管理
が可能

全体的な取り組みにより、施
設管理コストの縮減
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施設管理コスト縮減に向けた取り組み

民間事業者の参入を促進

設置業者とフルメンテ随意契約している仕様
を、ＰＯＧ契約（消耗品費と定期点検）との比
較検討

施設に係
るコスト

施設管理
コスト

維持管理経費の縮減を見越した仕様

①仕様の簡素化

施設管理コスト縮減に向けた取り組み

③保守点検等の簡素化

④指定管理者制度の有効活用

清掃、警備、備品等共通仕様とし共同発注

②仕様の共通化・共同発注

事業運営
コスト
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具体的な手法の検討③受益者負担の見直し

使用料及手数料 35,150

人件費 193,464

物件費 19,381

維持補修費 7,713

減価償却費 5,863

226,421

-191,271

行
政
費
用

行
政
収
入

収支差額

○○費行政コスト計算書

行政費用小計

公の施設の利用者負担と行
政コストの関係が明らかに
なった。

受益者負担の状況のモニタ
リングが可能となった。
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町田市受益者負担基本方針

町田市受益者負担の適正化に関する基本方針によるサービス区分別の負担の考え方と
受益者負担割合

受益者負担割合 0%

<区分Ⅰ>

基礎的で民間に類似サービスの提供
がないもの

（道路、公園、図書館など）

受益者負担割合 50%

<区分Ⅱ>

基礎的で民間に類似サービスの提供
があるもの

（学童保育クラブ、市営住宅共益
費、祭壇使用料など）

受益者負担割合 50%

<区分Ⅲ>

選択的で民間に類似サービスの提供
がないもの

（公民館、地域センター、体育館、
講習会参加費など）

受益者負担割合 100%

（プール、テニスコート、駐車場、
自然休暇村など）

<区分Ⅳ>

選択的で民間に類似サービスの提供
があるもの

民間で類似サービスの提供
があるもの

民間で類似サービスの提供
がないもの

基礎的

選択的
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モニタリングによる見直しの方向性

○事業別財務諸表による受益者負担割合の把握と見直しの方向性

区分Ⅱ
○○事業

区分Ⅲ
△△事業

区分Ⅲ
△△事業

区分Ⅳ
□□事業

行政コスト（Ａ） 50,000 34,000 100,000 50,000

利用料金（Ｂ） 10,000 22,000 40,000 15,000

料金負担割合（Ｂ/Ａ） 20% 65% 40% 30%

基本方針による受益
者負担割合

50% 50% 50% 100%

料金見直しの方向性 引上げ 引下げ 据え置き 引上げ
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事業別財務諸表によるモニタリングと
 フィードバック

Ⅳ.個別分析
▽施設の概況

受益者負担の割合

利用料金収入

施設の名称
建設年月日
取得価額
減価償却累計額
利用者数 246,833人

17.7%

町田市立室内プール

1989年10月2日
3,006,556,680円

1,383,016,060円

43,088,350円

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

2009年度 2010年度2011年度 2012年度

単位:千円

235,000人

240,000人

245,000人

250,000人

255,000人

260,000人

265,000人

270,000人

275,000人

利用料金収入

利用者数
▽利用料金収入と利用状況の推移

使用料及手数
料

35,150
使用料及手
数料

30,581

人件費 193,464 人件費 189,595

物件費 19,381 物件費 23,451

維持補修費 7,713 維持補修費 11,570

減価償却費 5,863 減価償却費 5,863

226,421 230,479

-191,271 -199,898

行
政
費
用

行政
収入

収支差額

○○費　行政コスト計算書

行政費用小計

収支差額

○○費　行政コスト計算書

行政
収入

行
政
費
用

行政費用小計

Ｎ年度 Ｎ＋１年度

モニタリングとフィードバック
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目標管理に財務的指標を設定

Ｎ期 Ｎ＋１期 Ｎ＋２期 Ｎ＋３期

業績 業績改善 業績改善

戦略Ａ 戦略Ａ’ 戦略Ａ” 戦略Ａ’”

業績 業績改善 業績改善

戦略Ｂ 戦略Ｂ’ 戦略Ｂ” 戦略Ｂ’”

業績 業績改善 業績改善

戦略Ｃ 戦略Ｃ’ 戦略Ｃ” 戦略Ｃ’”

学習と成長の
視点

業務プロセス
の視点

財務の視点

顧客の視点

戦略連鎖による
業績改善

業績業績業績

目標達成のための戦略に非財務的指標に加えて、財務的指標を設定

財務的指標を含めて、戦略目標間の因果関係を整理
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１４
 

財務情報を活用したマネジメントサイクル

財務の視点
を組み入れ
た目標管理

ＰＬＡＮ

ＤＯ

ＣＨＥＣＫ

ＡＣＴＩＯＮ

・活動基準の人件費
分析
・受益者負担の経常
的なモニタリング
・施設管理コストの
縮減

・設備投資の経済性計
算の手法
・ストックマネジメン
トと財務情報の連携


	第２回町田市行政経営監理委員会
	� 1　新公会計制度により新たに整備されたマネジメント情報
	� ２　これまでの取り組みと今後の課題
	３　新公会計制度による決算は決算の適切性の分析
	�４　新公会計制度による財務上の課題解決のマネジメントサイクル
	�５　具体的な手法の検討①人件費削減に向けての取り組み　
	� ６　活動単位の人件費コスト分析
	� ７　具体的な手法の検討②維持管理コストの縮減
	� ８　施設管理コスト縮減に向けた取り組み
	� ９　具体的な手法の検討③受益者負担の見直し
	� １０　町田市受益者負担基本方針
	� １１　モニタリングによる見直しの方向性
	� １２　事業別財務諸表によるモニタリングとフィードバック
	� １３　目標管理に財務的指標を設定
	� １４　財務情報を活用したマネジメントサイクル

